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  ”「ブルームバーグFAANG2.0価格リターン指数」の中国企業“ 
 

ロシアのウクライナ侵攻長期化が懸念されるなか、米銀大手バンク・オブ・アメリカ

が5月上旬に出した顧客向け投資レポートが注目されている。それは、株式市場の

主役が旧フェイスブック、アマゾン・ドット・コム、アップル、ネットフリックス、グーグル

の頭文字から取られた「FAANG」から、①燃料、②航空・防衛、③農業、④原子力お

よび再生可能エネルギー、⑤金および非鉄金属・貴金属を意味する「FAANG2.0」に

交代するという内容のものだ。 
 

この「FAANG2.0」の考え方を指数化した「ブルームバーグFAANG2.0価格リターン

指数」は、これら5つの各分野ごとに20％のウェートが割り振られ、その中で分野毎に

個別銘柄が時価総額に応じてウェート付けされており、世界的な代表銘柄49銘柄で

構成されている。構成銘柄にはバリュー銘柄が多いこともあり、昨年末を100とした相

対指数で見ると、同指数のパフォーマンスは米S&P500株価指数を大きく上回る。 
 

構成銘柄の中には、世界最大手の電気自動車（EV）向け電池メーカーの寧徳時

代新能源科技（CATL）、養豚中国最大手の牧原食品（ムーユエンフーズ）、再生可

能エネルギー発電の三峡新能源（China Three Gorges New Energy）および陽光電

源（Sungrow Power Supply）の中国企業4社が含まれている。 
 

 

”寧徳時代新能源科技（CATL）と牧原食品（ムーユエンフーズ）“ 
 

寧徳時代新能源科技（CATL）は、6/14で時価総額が約1兆元（約20兆円相当）に

達する。同社決算資料によれば、21年度の世界シェアは車載電池が約33％、蓄電

システムが約19％。車載電池が売上構成比の約7割を占め、最大顧客のEV世界最

大手の米テスラ向けが全売上の約1割を占めている。21年通期業績は売上高が前

期比2.6倍の1,303億元、当期利益が同2.9倍の159億元と急成長を遂げた。ただ、最

近はリチウムイオン2次電池の原料となる炭酸リチウム等の価格高騰が響き、22年1-

3月期決算では、粗利益率低下により純利益が前年同期比24％減だった。 
 

牧原食品（ムーユエンフーズ）の21年通期業績は、売上高が前期比40％増の789

億元、当期利益が同75％減の69億元。垂直統合型の事業モデルにより業績が豚肉

価格変動の影響を受けにくいとみられるものの、18年に発生したアフリカ豚熱の感

染拡大後の生産量激減で20年にかけて豚肉価格が高騰したなか、昨年から一転し

て過剰生産による価格下落が顕著となったことが利益面で響いた。中国では養豚業

の「スマート化」が進んでいる。AIやビッグデータを活用するほか養豚用の高層マン

ションでの集中管理などによるコスト管理高度化が進展中だ。 

 

 

ハンセン指数またはハンセンテック指数構成銘柄 

（全89銘柄）における終値の2021年末来騰落率 

 

【2022年6月の中国主要経済指標】 
●6月6日（月） 
・5月（財新）ｻｰﾋﾞｽ部門購買担当者景気指数（PMI）：前回36.2、結果41.4 

●6月7日（火） 
・5月外貨準備高：前回3.119兆USD、結果3.127兆USD 
●6月9日（木） 

・5月貿易収支：前回＋511.2億USD、結果＋787.6億USD 
●6月10日（金） 
・5月消費者物価指数（CPI）<前年同月比>：前回＋2.1％、結果＋2.1％ 

・5月生産者物価指数（PPI）<前年同月比>：前回＋8.0％、結果＋6.4％ 

・5月資金調達総額：前回9,102億元、結果2兆7,900億元 

・5月新規人民元建て融資：前回6,454億元、結果1兆8,900億元 

・5月マネーサプライM2<前年同月比>：前回＋10.5％、結果＋11.1％ 

●6月15日（水） 
・5月小売売上高<前年同月比>：前回▲11.1％、結果▲6.7％ 

・5月鉱工業生産<前年同月比>：前回▲2.9％、結果＋0.7％ 
・1-5月固定資産投資<前年同月比>：前回＋6.8％、結果＋6.2％ 
・1-5月不動産投資<前年同月比>：前回▲2.7％、結果▲4.0％ 

・5月住宅販売金額＜前年同月比＞：前回▲32.2％、結果▲34.5％ 
●6月16日（木） 
・5月新築住宅価格<前月比>：前回▲0.3％ 

●6月20日（月） 
・1年ローン・プライムレート：前回3.70％ 
・5年ローン・プライムレート：前回4.45％ 

●6月27日（月） 
・5月工業利益<前年同月比>：前回▲8.5％ 
●6月30日（木） 

・6月製造業購買担当者景気指数（PMI）：前回49.6 
・6月非製造業購買担当者景気指数（PMI）：前回47.8 
●7月1日（金） 

・6月（財新）製造業購買担当者景気指数（PMI）：前回48.1 
（出所：Bloombergをもとにフィリップ証券作成） 
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ブルームバーグFAANG2.0価格リターン指数と

S&P500株価指数の日足終値推移
（2021年末を100とした相対指数、今年6/14まで）
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CNY 牧原食品（002714）52週株価・日足

前回基準日：　20220531　　　　　　　基準日：

順位 2021年末来騰落率・上位10銘柄 （％）
前回

順位

1 中国海洋石油　［ＣＮＯＯＣ］ 39.2 1

2 東方海外国際 [ｵﾘｴﾝﾄ･ｵｰﾊﾞｰｼｰｽﾞ] 32.9 -

3 中国石油天然気　［ペトロチャイナ］ 24.5 4

4 中国宏橋集団[ﾁｬｲﾅ･ﾎﾝﾁｬｵ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ] 20.2 -

5 Ｋｕａｉｓｈｏｕ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ（快手） 19.8 21

6 中国銀行（香港）　［ＢＯＣホンコン］ 19.6 5

7 万洲国際［ＷＨグループ］ 17.0 3

8 中国海外発展　［ﾁｬｲﾅｵ-ﾊﾞ-ｼ-ｽﾞﾗﾝﾄﾞ&ｲﾝﾍﾞｽﾄ] 16.7 2

9 比亜迪　［ＢＹＤ］ 14.0 22

10 中国移動　［チャイナモバイル］ 10.5 10

順位 2021年末来騰落率・下位10銘柄 （％）
前回

順位

87 舜宇光学科技（集団）［サニーオプチカル・テクノロジー] -53.0 85

86 小鵬汽車 -46.6 87

85 ビリビリ -45.9 86

84 Ｍｉｎｇ　Ｙｕａｎ　Ｃｌｏｕｄ　Ｇｒｏｕｐ　Ｈｏｌｄｉｎ　（明源雲） -39.8 84

83 創科実業［テクトロニック・インダストリーズ］ -39.4 75

82 ＣＧ　ＳＥＲＶＩＣＥＳ　（碧桂園服務） -39.1 76

81 小米集団［シャオミ］ -38.9 79

80 華虹半導体［フアホン・セミコンダクター］ -38.0 74

79 碧桂園控股　［カントリー・ガーデン・ホールディングス -37.9 71

78 万国数拠服務 ［GDSホールディングス] -37.5 77

20220614

（出所：Bloombergをもとにフィリップ証券作成）
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【レポートにおける免責・注意事項】 
本レポートの発行元：フィリップ証券株式会社 〒103-0026 東京都中央区日本橋兜町 4 番 2 号 
TEL:03-3666-2101   URL： http://www.phillip.co.jp/ 
本レポートの作成者：公益社団法人 日本証券アナリスト協会検定会員、国際公認投資アナリスト 笹木和弘 
                        

              
当資料は、情報提供を目的としており、金融商品に係る売買を勧誘するものではありません。フィリップ証券は、レポートを提

供している証券会社との契約に基づき対価を得る場合があります。当資料に記載されている内容は投資判断の参考として

筆者の見解をお伝えするもので、内容の正確性、完全性を保証するものではありません。投資に関する最終決定は、お客様

ご自身の判断でなさるようお願いいたします。また、当資料の一部または全てを利用することにより生じたいかなる損失・損

害についても責任を負いません。当資料の一切の権利はフィリップ証券株式会社に帰属しており、無断で複製、転送、転載

を禁じます。 
＜日本証券業協会自主規制規則「アナリスト・レポートの取扱い等に関する規則 平 14.1.25」に基づく告知事項＞ 
 ・ 本レポートの作成者であるアナリストと対象会社との間に重大な利益相反関係はありません。  


